
事業番号 - - -

（ ）

　供託は、法令で定められた供託所にしなければならず、例えば、家屋の借主が弁済期に約定の家賃を提供したにもかかわらず、貸主がその受領を拒否した場合には、供託申請者
は、民法の規定により、債務の履行地の供託所に対し申請することとなる。しかし、その供託所が、供託申請者にとって遠方になる場合も少なくない。そこで、供託申請者等の利便性
の向上等のため、供託手続におけるオンライン利用率の向上を図っているが、令和４年度において、オンライン利用率は約３割にとどまっているため、周知及び広報のほか、操作性
を改善するため供託システムの改修を図る必要がある。

令和6年度要求

-

-

-

249

(目) 50

　

　

　

(目)

50

民事業務庁費

供託金利子

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
108%

主な増減理由（・要望額・予備費）

100%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.moj.go.jp/MINJI/kyoutaku.html

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 249

199

75%

執行率（％）
=(G)/(F)

98% 100% 75%

国籍等事務処理費

2023 法務 22 0032

法務省

政策 国民の財産や身分関係の保護(Ⅲ-10)

事業の目的
（5行程度以内）

　供託事務は、供託の申請が受理されることにより、供託者が金銭、有価証券又は振替国債を国家機関である供託所（法務局、地方法務局又はこれらの支局）に提出して、その管
理を委ね、終局的には供託所がある人にその財産を取得させることによって、債務の消滅等一定の法律上の目的の達成に寄与することを目的とする。

総務課
総務課長
藤田　正人

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
供託法（明治32年法律第15号）等約160法令

関係する
計画、通知等

「e-Japan重点計画－2002」（平成14年6月18日ＩＴ戦略本部決定）
「電子政府推進計画」（平成18年8月31日各府省情報化統括責任者（CIO）連
絡会議決定）
デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和5年6月9日閣議決定）

事業名 供託事務の運営 担当部局庁 民事局 作成責任者

事業開始年度

施策 国籍・戸籍・供託・遺言書保管事務の適正円滑な処理(Ⅲ-10-(2))

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.moj.go.jp/hisho/seisakuhyouka/kanbou_hyouka_hyouka01-03.html

-

昭和元年度以前
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) 5 - -

-

-

249

予備費等（E) 35 - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 920 879 289 249 249

60 - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　供託とは 、金銭、有価証券又は振替国債を国家機関である供託所に提出して、その管理を委ね、終局的には供託所がその財産をある人に取得させることによって、債務の消滅
等、一定の法律上の目的を達成させようとするものである。弁済供託、営業上の保証供託等各種供託の効力は、供託を義務付け又は許容した法令に規定されている。
　供託申請者等の利便性の向上を図るため、また、供託事務処理の適正化を図るため、オンラインによる供託手続を推進している。
　なお、本事業の経費の一部については、令和4年度からデジタル庁に一括計上している。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 999 878 216

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

1,020 879 289 249

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

199

-



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

本事業は、法令の規定に従い供託の申請を受理すること等により、債務の消滅等一定の法律上の目的を達成させることを目的とした事業であり、国民からの供託
の申請があって初めて事業の目的が達せられるものであるため、定量的な目標（いつまでにどの程度といった目標）の設定は困難である。

- - - -

目標値 - - - -

達成度 ％

供託関係者が供託手続を知る。
法務省ホームページの「供託」
に関するページへのアクセス
件数

成果実績 件 70,769 56,318

-

供託手続に関して周知・広報を図る。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

各年度において、法令の規定に従い供託の申請を受理し、払渡請求を認可することにより、債務の消滅等一定の法律上の目的を達成させることに寄与している。

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み

- -

-

活動目標 活動指標

-

年度

- -

定量的な成果指標 単位

回 -

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

供託手続に関する情報を法務省ホーム
ページに掲載する。

法務省ホームページの「供託」
に関するページの更新回数

活動実績

- 年度

債務の消滅等一定の法律上の目的を
達成させることに寄与する。

-

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

令和2年度 令和3年度

-

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

2

-

-

-

供託関係者が供託手続を知ることにより、供託手続が適切に利用され、債務の消滅等一定の法律上の目的を達成させることに寄与することができると考えられるた
め、同目的達成に寄与することを長期アウトカムとして設定した。

-

-％

55,860

目標値 件 -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

6

オンライン手続など供託手続に関する情報を法務省ホームページに掲載することにより、供託者や被供託者のみならず、これから供託をしようとする者といった供託
関係者の利便性が向上することになると考えられるため、短期アウトカムとして設定した。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-- -

成果実績



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

本事業は、法令の規定に従い供託の申請を受理すること等により、債務の消滅等一定の法律上の目的を達成させることを目的とした事業であり、国民からの供託
の申請があって初めて事業の目的が達せられるものであるため、定量的な目標（いつまでにどの程度といった目標）の設定は困難である。

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-

- - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

各年度において、法令の規定に従い供託の申請を受理し、払渡請求を認可することにより、債務の消滅等一定の法律上の目的を達成させることに寄与している。

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

債務の消滅等一定の法律上の目的を
達成させることに寄与する。

-

- - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

法令の規定に従い、供託者からの適式な供託の申請を受理するとともに、被供託者等からの払渡請求を認可することにより、債務の消滅等一定の法律上の目的を
達成させることに寄与することができると考えられるため、同目的達成に寄与することを長期アウトカムとして設定した

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
供託システムを安定的に稼動させることにより、供託申請の受理及び払渡請求の認可を行うことが可能となるため、短期アウトカムとして設定した。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

法令の規定に従い、供託者からの適式
な供託の申請を受理するとともに、被
供託者等からの払渡請求を認可する。

供託事件数
供託所数は、全国311か所（令
和5年4月1日現在）

成果実績 件 514,416 546,071 472,527 -

目標値 - - - - -

達成度 ％

活動内容②
（アクティビティ）

かつての紙による事件管理から、電子情報処理組織を用いてより正確性を高めた事件管理を実現するとともに、法令の規定に従い、供託者からの適式な供託の申
請を受理し、また、被供託者等からの払渡請求を認可するために、供託システムを整備する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

供託システムを安定的に稼働させる 供託システムの稼動率
活動実績 % 99.9 99.9 99.9 - -

当初見込み - - - - - -

-
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

-

-



-

-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

平成26年度 0051

備考

法務省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 0017

平成25年度 0061

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

本事業の実施に当たっては、引き続き、市場の動向、類似事案を含めた過去の調達実績等を踏まえ、その適切性、透明性、効率性等の観点から、より一層の経費節減を図っていくこととする。また、オン
ライン申請及び供託通知書に関する外部有識者の所見を踏まえて、現在、効果的な広報の方法や供託通知書の施策の在り方等について、検討を行っている。

現状通り

現状通り

0049

平成30年度 0048

平成23年度 0016

   本事業を円滑に実施するため、引き続き、各要求事項について、必要性及び妥当性の観点から精査することとし、また、本事業を実施するために必要な経費に係
る単価・数量について、市場動向、過去の調達実績や類似調達事案等を踏まえ、これを適切に予算へ反映させることにより、一層の経費の節減を図っていくこととす
る。

支出先上位１０者リストのＢ欄の入札者及び落札率について、支出先との契約が複数ある場合には、これらの平均値を記載している。

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0048

平成29年度 0048

令和3年度

平成27年度

令和2年度 法務省 0052

0051

令和4年度 2022 法務 21 0051

2021 法務

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0050

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

 本事業は、「事業の目的」及び「事業概要」に示すとおり、法秩序の維持・安定に資する重要
な施策であることから、引き続き、事業を円滑に継続していく必要があるところ、各要求事項
については、必要性及び妥当性の観点から精査した。
　 また、本事業を実施するために必要な経費に係る単価・数量については、市場動向、過去
の調達実績や類似調達事案等を踏まえ、これを適切に予算へ反映させることにより、一層の
経費の節減を図るとともに、各種契約の締結に当たっては、競争性のある調達方式により事
業者を選定した。

引き続き効率的な予算の執行に努められたい。債務の消滅等一定の法律上の目的を達成させることに寄与するという長期アウトカムの達成に向けた取組や効果発
現経路を整理し、記載されている。効果発現経路が単純な場合、単一のアウトカムを設定することは問題ない。

外部有識者の所見

令和５年度公開プロセス対象事業（取りまとめコメント）　・オンライン申請に関し、①学習負担等を含めた利用のハードルを下げ、かつ、受付時間を拡大する等の利便性を高める改善をすることを検討すべき。②広報に関して、より利用率が向上するような効果的な
やり方を検討すべき。③費用対効果の測定に関しても検討すべき。・供託通知書に関し、①利用料に関して法改正も含め、どうあるべきかという検討をすべき。②利便性に関しても、しっかりと利用者の利便性を考慮した施策として検討すべき。



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

法務省

２１６百万円

・供託事務の運営に必要な予算を法務局・地方法務局に配分

・供託諸用紙等の製造等

【本省から予算配分】

Ａ 法務局・地方法務局（50機関）

２１１百万円

・供託事務の運営に係る役務等

【一般競争契約等】

Ｃ 株式会社第一印刷所ほか

５百万円

・供託諸用紙等の印刷等

【一般競争契約（最低価格）等】

Ｂ ＮＸキャッシュ・ロジスティクス

株式会社ほか

２１１百万円

・供託金警備搬送業務の委託等



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

予算配分 供託事務の運営に係る役務等 56 雑役務費 供託金警備搬送業務の委託 19

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 56 計 19

印刷製本費 供託諸用紙等の印刷等 4 - - -

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 東京法務局 - 供託事務の運営に係る役務等 56 その他 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

4 神戸地方法務局 - 供託事務の運営に係る役務等 9 その他 - -

- - -

3 横浜地方法務局 - 供託事務の運営に係る役務等 11 その他 -

2 大阪法務局 - 供託事務の運営に係る役務等 28 その他

- - -

7 名古屋法務局 - 供託事務の運営に係る役務等 8 その他 -

6 京都地方法務局 - 供託事務の運営に係る役務等 8 その他

-

5 さいたま地方法務局 - 供託事務の運営に係る役務等 9 その他 - - -

-

9 札幌法務局 - 供託事務の運営に係る役務等 5 その他 - - -

- -

8 福岡法務局 - 供託事務の運営に係る役務等 6 その他 - -

- - -10 高知地方法務局 - 供託事務の運営に係る役務等 5 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

2 日本通運株式会社 4010401022860 供託金警備搬送業務の委託 11
一般競争契約
（最低価格）

2 91％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
ＮＸキャッシュ・ロジスティクス
株式会社

5010001223230 供託金警備搬送業務の委託 19
一般競争契約
（最低価格）

2 91％

95％ -

5 綜合警備保障株式会社 3010401016070 供託金警備搬送業務の委託 5
一般競争契約
（最低価格）

2 88％

- - -

4 テイケイ株式会社 4011101013398 供託金警備搬送業務の委託 6
一般競争契約
（最低価格）

2

3
日通リース＆ファイナンス株
式会社

7010401157737
紙幣硬貨入出金システムの賃
貸借及び保守

8
随意契約（その

他）

- - -

8 個人Ｂ - 非常勤職員の雇用 4 その他 -

7 個人Ａ - 非常勤職員の雇用 4 その他

-

6 新日本法規出版株式会社 5180001036822
消耗品購入（現行供託総覧等
書籍）

4
随意契約（少

額）
- - -

-

10 個人Ｄ - 非常勤職員の雇用 4 その他 - - -

- -

9 個人Ｃ - 非常勤職員の雇用 4 その他 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社第一印刷所 1110001002917 供託諸用紙等の印刷等 4
一般競争契約
（最低価格）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

98.6％ -

2 日本加除出版株式会社 8013301009172
供託関係先例集及び要旨集
の印刷製本

1
随意契約（少

額）
- -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


